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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
－４０℃以下の保存温度に配置される、成形形態にある予備成形組成物であって、ここで
、該組成物は、ベース組成物および硬化剤組成物を含み、
　ここで、該ベース組成物は、ポリスルフィドポリマーおよびポリチオエーテルポリマー
ならびに少なくとも１つの電気伝導性充填剤を含み、ここで、該ポリスルフィドポリマー
および前記ポリチオエーテルポリマーの組合せが、前記ベース組成物の全重量の１０重量
％～５０重量％の範囲の量で存在し、
　該少なくとも１つの電気伝導性充填剤が、該ベース組成物の全重量の４０重量％～８０
重量％の範囲の量で存在する、
予備成形組成物。
【請求項２】
前記予備成形組成物が、５重量部～２０重量部の前記硬化剤組成物、および１００重量部
の前記ベース組成物を含む、請求項１に記載の予備成形組成物。
【請求項３】
前記少なくとも１つの電気伝導性充填剤が、Ｎｉ繊維、およびＮｉコーティングされたグ
ラファイトを含む、請求項１に記載の予備成形組成物。
【請求項４】
前記Ｎｉ繊維が、前記ベース組成物の全重量の４重量％～８重量％の範囲の量で存在し、
そして前記Ｎｉコーティングされたグラファイトが、前記ベース組成物の全重量の５０重
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量％～７０重量％の範囲の量で存在する、請求項３に記載の予備成形組成物。
【請求項５】
少なくとも１つの腐食阻害剤をさらに含む、請求項１に記載の予備成形組成物。
【請求項６】
前記少なくとも１つの腐食阻害剤が、電気化学的腐食を阻害する、請求項５に記載の予備
成形組成物。
【請求項７】
前記少なくとも１つの腐食阻害剤が、クロム酸カルシウムを含む、請求項５に記載の予備
成形組成物。
【請求項８】
前記少なくとも１つの腐食阻害剤が、前記ベース組成物の全重量の３重量％～７重量％の
範囲の量で存在する、請求項５に記載の予備成形組成物。
【請求項９】
少なくとも１つの接着促進剤をさらに含む、請求項１に記載の予備成形組成物。
【請求項１０】
前記少なくとも１つの接着促進剤が、フェノール性接着促進剤、メルカプトシラン接着促
進剤、およびエポキシシラン接着促進剤を含む、請求項９に記載の予備成形組成物。
【請求項１１】
前記少なくとも１つの接着促進剤が、前記ベース組成物の全重量の１重量％～６重量％の
範囲の量で存在する、請求項９に記載の予備成形組成物。
【請求項１２】
前記予備成形組成物が、１０℃～３０℃の範囲の温度で硬化可能である、請求項１に記載
の予備成形組成物。
【請求項１３】
前記予備成形組成物が、付与の前に冷却される、請求項１に記載の予備成形組成物。
【請求項１４】
前記硬化された予備成形組成物が、０．５０Ω／□未満の表面抵抗を示す、請求項１に記
載の予備成形組成物。
【請求項１５】
前記硬化剤組成物が、二酸化マンガン硬化剤を含む、請求項１に記載の予備成形組成物。
【請求項１６】
前記二酸化マンガンが、前記硬化剤組成物中に、該硬化剤組成物の全重量の２５重量％～
７５重量％の範囲の量で存在する、請求項１５に記載の予備成形組成物。
【請求項１７】
開口部をシールしてＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果を提供する方法であって、該方法は、ポリス
ルフィドポリマーおよびポリチオエーテルポリマーならびに少なくとも１つの電気伝導性
充填剤を含む、成形形態にある請求項１に記載の予備成形組成物を、開口部を伴なう表面
に付与する工程を包含し、該開口部をシールしてＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果を提供する、方
法。
【請求項１８】
前記表面が、取り外し可能なパネルの表面である、請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
前記表面が、開口部に隣接する表面である、請求項１７に記載の方法。
【請求項２０】
前記開口部が、航空機または宇宙船上にある、請求項１７に記載の方法。
【請求項２１】
前記予備成形組成物の付与の前に、接着促進剤を、前記開口部を伴なう少なくとも１つの
表面に付与する工程をさらに包含する、請求項１７に記載の方法。
【請求項２２】
前記予備成形組成物の付与の前に、離型剤を、前記開口部を伴なう少なくとも１つの表面
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に付与する工程をさらに包含する、請求項１７に記載の方法。
【請求項２３】
前記シールされた開口部が、１ＭＨｚ～１８ＧＨｚの遮蔽効果を示す、請求項１７に記載
の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（分野）
　本開示は、成形形態形態の前形成組成物および開口部を密閉するための前形成組成物の
使用に関する。本開示は、さらに、ＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果を示すのに適応した形態の前
形成組成物、および開口部を密閉するためのこのような前形成組成物の使用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　（導入）
　電磁干渉は、一時的なものを含む電気供給源または電子供給源からの望ましくない誘導
された電気的乱れまたは放射された電気的乱れとして規定され得、これは、他の電気装置
または電子装置の操作に干渉し得る。このような乱れは、電磁スペクトル全体で頻繁に起
こり得る。高周波干渉（「ＲＦＩ」）は、しばしば、電磁干渉（「ＥＭＩ」）と交換可能
に使用されるが、ＲＦＩは、より適切には、通常１０キロヘルツ（ＫＨｚ）～１００ギガ
ヘルツ（ＧＨｚ）の間で規定される電磁スペクトルの高周波部分をいう。
【０００３】
　電子装置は、代表的に、ハウジングで囲われる。ハウジングは、内部電子機器を外部環
境から保護するための物理障壁として働くだけでなく、ＥＭＩ／ＲＦＩ放射を遮蔽するの
に役立ち得る。ＥＭＩ／ＲＦＩエネルギーを吸収および／または反射する能力を有する囲
いは、供給源装置内のＥＭＩ／ＲＦＩエネルギーを制限すること、ならびに他のＥＭＩ／
ＲＦＩ供給源から供給装置または他の外部装置を絶縁することに使用し得る。内部構成要
素へのアクセス能力を維持するために、囲いは、開放可能な接続または除去可能なアクセ
ス（例えば、ドア、ハッチ、パネル、またはカバー）で提供され得る。代表的に、アクセ
スの間にギャップが存在し、アクセスに関連した対応する連結表面は、放射エネルギーが
放出され得る開放を存在させることにより電磁遮蔽の効力を減少させる。このようなギャ
ップはまた、ハウジングの表面に伝導性およびグラウンド伝導性に不連続性が存在し、い
くつかの場合において、スロットアンテナとして機能することによりＥＭＩ／ＲＦＩ放射
の二次供給源を生じ得る。
【０００４】
　ハウジングの連結表面と除去可能アクセスとの間のギャップを充填するために、ガスケ
ットおよび他のシールが使用されて、その構造を横切る電気的連続性を維持し得、および
周囲の分解物（例えば、粒子、湿気、および腐食性の物質）を排除し得る。このようなシ
ールは、１つまたは両方の連結表面に結合され得るか、または機械的に取り付けられ得、
ならびに適用された圧力下で、表面の不規則性に適応することにより連続した伝導経路を
確立するように機能し得る。
【０００５】
　ＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽ガスケットを製造するための従来のプロセスは、押し出し、鋳型成
形、および、打ち抜き成形を包含する。鋳型成形は、未硬化のシーラントまたは熱可塑性
樹脂材料を特定の型に圧力成形または射出成形し、次いで、これを最終形状に加工する工
程を包含する。打ち抜き形成は、ダイを用いて特定の型に切断または打ち抜かれて硬化さ
れた重合材料から、ガスケットを形成する工程を包含する。その場形成（ｆｏｒｍ－ｉｎ
－ｐｌａｃｅ）（「ＦＩＰ」）プロセスもまた、ＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽ガスケットを形成す
るために使用され、ここで、ＦＩＰプロセスとは、表面に対して流体状態の粘性の、硬化
可能な、電導性組成物のビーズの適用を含み、続いてこのプロセスは、熱、大気中の湿気
、または紫外線照射の適用により、その場で硬化され、電導性のＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽ガス
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ケットを形成する。
【０００６】
　電導率およびＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果は、重合マトリクス内に伝導性材料を組み込むこ
とにより、重合ガスケットに与えられ得る。伝導性要素としては、例えば、金属、メッキ
化粒子、織物構造、網目構造、繊維、およびそれらの組み合わせが挙げられ得る。金属は
、例えば、フィラメント、粒子、薄片、または球状の形態であり得る。金属の例としては
、銅、ニッケル、銀、アルミニウム、スズおよび鋼が挙げられる。ＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効
果を重合組成物に与えるのに使用され得る他の伝導性金属としては、炭素もしくはグラフ
ァイトを含む伝導性粒子、または繊維が挙げられる。伝導性ポリマー（例えば、ポリチオ
フェン、ポリピロール、ポリアニリン、ポリ（ｐ－フェニレン）ビニレン、ポリフェニレ
ンスルフィド、ポリフェニレン、およびポリアセチレンが使用され得る。
【０００７】
　連続した導電率およびＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果の提供に加えて、特定の適用においては
、環境（例えば、航空輸送機関および宇宙輸送機関）にさらされた表面に対するガスケッ
トおよびシールは、金属表面の腐食を誘導しないことが望ましい。異なる金属および／ま
たは伝導性複合材料が、電解質の存在下で供給される場合、ガルバニ電位は、異なる伝導
体間の界面に確立される。界面シールが、環境、特に厳しい環境条件（例えば、塩水噴霧
または高濃度のＳＯ２を含有する塩水噴霧）にさらされる場合、最不活性でない伝導性表
面の腐食が起こり得る。腐食は、シールのＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果の低下を誘導し得る。
ガルバニ電位以外の機構、例えば、間隙腐食はまた、囲いの電気的および機械的完全性に
欠陥を生じ得る。
【０００８】
　ポリスルフィドポリマーは、当該分野で公知である。ポリスルフィドポリマーの製造は
、ＦｅｔｔｅｓおよびＪｏｒｚａｋ（Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　
Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，１９５０年１１月，２，２１７－２，２２３頁）により特徴付けら
れている。航空宇宙適用のためのシーラントの製造においてポリスルフィドポリマーの商
業利用は、公知であり、商業的に使用されている。例えば、ポリスルフィドシーラントは
、高抗張力、高い引き裂き強さ、熱抵抗、および高紫外線に対する抵抗性に起因して、航
空機体をシールするのに使用されている。ポリスルフィドシーラントは、燃料に対する抵
抗性および燃料を曝露する際の接着に起因して、航空燃料タンクをシールするのに使用さ
れている。
【０００９】
　ポリスルフィドシーラントは、一般に、填隙ガンを使用する押し出しにより、表面に適
用される。このようなプロセスは、機体に取り付けられた耐久パネルに有効であり得る。
しかし、アクセスドアまたはパネルに関連するような機体中および／機体上のアパーチャ
をシールするためのシーラントを押し出す工程は、有意な量のさらなる作用力を必要とし
得る。未硬化のシーラントを押し出すために、開放してアクセスドアの内部境界がマスク
され、アクセスドアの外部境界が、開放したアクセスドアのマスクされた領域に対してシ
ーラントを押し出す前に、閉じたアクセスドアをシーリングするのを回避するために、離
型剤で被覆される。このアクセスドアは、その場で押し出され、締め付けられて、超過の
未硬化のシーラントをアクセスドア周囲に押し付ける。次いで、このシーラントは硬化さ
れて、超過量のシーラントは取り去られる。このプロセスは、時間集約的であり、有意な
作業を、多くのアクセスドアを備えた修理中の機体に加え得る。ある機体は、周期的にア
クセスおよび再シールされるべき感受性の電気装置または付属品を覆うのに使用される１
００と同じかまたはそれ以上のアクセスドアを有し得る。
【００１０】
　従って、アクセスドア（例えば、航空輸送機関または宇宙輸送機関の機体におけるアク
セスドア）をシールするための方法であって、この方法はマスクを必要とせず、取り去り
を減少し、そして／または、アクセスドアをシールするための従来の押し出し方法のよう
に労力がかからず時間集約的でない方法を提供することが望ましい。
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【００１１】
　ＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果を示す導電性シーラントは、市販されている。例えば、ＰＲＣ
－ＤｅＳｏｔｏ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ，Ｉｎｃ．（Ｇｌｅｎｄａｌｅ，ＣＡ）は
、航空適用および宇宙適用のために特に開発されたいくつかのクラスＢの電導性シーラン
トを製造している。例えば、ＰＲ－２２００　Ｃｌａｓｓ　Ｂ導電性シーラントは、ＭＭ
Ｓ３２７（Ｂｏｅｉｎｇ　Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ　Ｍｉｌｉｔａｒｙ　Ｍａｔｅｒｉａｌ　Ｓ
ｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ）試験方法の必要条件を満たす導電性ポリチオエーテルシーラ
ントである。これら２つの部分の、ニッケル充填シーラントは、ポリチオエーテルポリマ
ー、ＰＥＲＭＡＰＯＬ　Ｐ－３．１を含み、アルミニウム合金上または異なる金属間で使
用される場合、腐食性でない。しかし、市販のシーラント（例えば、ＰＲ－２２００製品
により例示されるシーラント）は、予備成形組成物としては提供されない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　従って、マスクを必要とせず、取り去りを減少し、そして／またはアクセスドアをシー
ルするための従来の押し出し方法のように労力がかからず時間集約的でない航空適用およ
び宇宙適用において遭遇する環境において、有効なＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽を提供し、伝導性
表面に対する腐食を最小限にするためにアクセスドアをシールするための方法が提供され
るのがさらに望ましい。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　（要旨）
　本開示の実施形態に従って、少なくとも１つの硫黄含有ポリマー、および少なくとも１
つの電導性充填剤を含有するベース；および硬化剤組成物組成物を含む成形形態の予備成
形組成物が提供され、ここでこの予備成形組成物は、ＥＭＩ／ＲＦＩ照射を遮蔽可能であ
る。
【００１４】
　本開示の実施形態に従って、少なくとも１つの硫黄含有ポリマー、および少なくとも１
つの導電性充填剤を含有する成形形態の予備成形組成物を、アパーチャに関連する表面に
適用し、そして予備形成組成物を硬化して、アパーチャをシールしてＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽
効果を提供する方法が、開示される。
【００１５】
　本開示のさらなる実施形態が、以下の記載に示されるか、または本開示の実施形態の実
施により習得され得る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　（種々の実施形態の記載）
　本開示の特定の実施形態において、アパーチャ（例えば、航空機の機体中または機体上
の細長いアパーチャ）をシールするのに適切な成形形態の予備成形組成物は、少なくとも
１つの硫黄含有ポリマーおよび少なくとも１つの導電性充填剤を含有する。用語「予備成
形」とは、容易な包装、貯蔵および／または適用のための特定の形状に調製され得る組成
物をいう。予備成形される組成物は、意図的または輸送および／もしくは操作の結果とし
てどちらかで、任意の形状へと再成形され得る。用語「成形形態」とは、予備成形組成物
の厚さが、実質的に、側面の寸法未満である（テープ形態、シート形態、および切断形態
またはガスケット形態を含む）であるような構成をいう。「成形形態」は、例えば、巻物
、コイルまたは細長い片として保存され得る細い形状、片、またはバンドを意味するテー
プの形態で存在し得る。「成形形態」はまた、シールされるアパーチャの寸法へと打ち抜
かれ得る。
【００１７】
　用語「シーラント」、「シールすること」、または「シール」とは、本明細書中で使用
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される場合、大気条件（例えば、湿気および温度）、に抵抗する能力を有し、および少な
くとも部分的に物質（例えば、水、燃料、ならびに他の気体およびガス）の伝達をブロッ
クする能力を有する組成物をいう。シーラントは、しばしば接着特性を有するが、これは
、シーラントのブロック特性を有さない単なる接着剤ではない。用語「細長いアパーチャ
」とは、本明細書中で使用される場合、その長さが、幅の少なくとも３倍である開口部を
いう。
【００１８】
　本開示の予備成形シーラント組成物は、導電性性ベース組成物および硬化剤組成物を混
合することにより調製され得る。ベース組成物および硬化剤組成物は、別個に調製され得
、混合されてシーラント組成物を形成して、そして特定の形状に予備成形される。伝導性
ベース組成物は、例えば、少なくとも１つの硫黄含有ポリマー、少なくとも１つの可塑剤
、少なくとも１つの接着促進剤、少なくとも１つの防腐剤、少なくとも１つの非導電性充
填剤、少なくとも１つの導電性充填剤、および少なくとも１つの接着促進剤を含有し得る
。硬化剤組成物は、例えば、少なくとも１つの硬化剤、少なくとも１つの可塑剤、少なく
とも１つの非導電性充填剤、および少なくとも１つの硬化促進剤を含有し得る。特定の実
施形態において、５～２０重量部の硬化剤組成物が、１００重量部のベース組成物と混合
され、そして、特定の実施形態において、８～１６重量部の硬化剤組成物が、１００重量
部のベース組成物と混合されて、電気伝導性のシーラント組成物を形成する。
【００１９】
　特定の実施形態において、２つの成分の硬化可能な組成物は、単一の成分の硬化可能な
組成物よりも好ましい。これは、２つの成分の組成物は、適用のために最適のレオロジー
を提供し、そして、得られた硬化組成物において所望の物理学的特性および化学的特性を
示すためである。本明細書中で使用される場合、二つの成分は、ベース組成物および硬化
剤組成物と称される。特定の実施形態において、ベース組成物は、ポリスルフィドポリマ
ー、ポリチオエーテルポリマー、酸化剤、添加剤、充填剤、可塑剤、有機溶媒、接着促進
剤、防腐剤、およびそれらの組み合わせを含有し得る。特定の実施形態において、加工剤
組成物は、硬化剤、硬化促進剤、硬化抑制剤、可塑剤、添加剤、充填剤、およびそれらの
組み合わせを含有し得る。
【００２０】
　特定の実施形態において、本開示の実施に有用な硫黄含有ポリマーとしては、複数のス
ルフィド基（すなわち、－Ｓ－）を、ポリマー骨格中および／または重合鎖上の末端位置
もしくはペンダントの位置中に含有する、ポリスルフィドポリマーが挙げられる。このよ
うなポリマーは、米国特許第２，４６６，９６３号に記載され、この開示されたポリマー
は、複数の－Ｓ－Ｓ－連結をポリマー骨格中に有する。他の有用なポリスルフィドポリマ
ーは、ポリスルフィド連結が、ポリチオエーテル連結（すなわち、－［－ＣＨ２－ＣＨ２

－Ｓ－ＣＨ２－ＣＨ２－］ｎ－）で置換されるべきものであり、ここで、ｎは米国特許第
４，３６６，３０７号に記載されるとおりの８～２００の範囲の整数であり得る。このポ
リスルフィドポリマーは、非反応性基（例えば、アルキル）で終わり得るが、特定の実施
形態において、ポリスルフィドポリマーは、末端位置またはペンダントの位置に反応性基
を含有する。代表的な反応性基は、チオール、ヒドロキシル、アミノ、およびビニルであ
る。このようなポリスルフィドポリマーは、前述の米国特許第２，４６６，９６３号、米
国特許第４，３６６，３０７号、および米国特許第６，３７２，８４９号に記載され、こ
れらの各々は、本明細書中で参考として援用される。このようなポリスルフィドポリマー
は、ポリスルフィドポリマーの反応性基と反応する硬化剤で硬化され得る。
【００２１】
　本開示の硫黄含有ポリマーは、ポリスチレン標準を用いたゲル浸透クロマトグラフィー
により決定される場合、１モルあたり５００～８，０００グラム、そして特定の実施形態
では、１モルあたり１，０００～５，０００グラムの範囲の数平均分子量を有し得る。反
応性官能基を含有する硫黄含有ポリマーに対しては、その硫黄含有ポリマーは、２．０５
～３．０の範囲の、そして特定の実施形態では２．１～２．６の範囲の平均官能性を有し
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得る。特定の平均官能性は、反応性成分の適切な選択により達成され得る。硫黄含有ポリ
マーの例としては、ＰＲＣ－ＤｅＳｏｔｏ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ，Ｉｎｃ．から
、ＰＥＲＭＡＰＯＬ、特定すれば、ＰＥＲＭＡＰＯＬ　Ｐ－３．１、またはＰＥＲＭＡＰ
ＯＬ　Ｐ－３の商品名で入手可能なもの、およびＡｋｒｏｓ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓから入
手可能なもの（例えば、ＴＨＩＯＰＬＡＳＴ　Ｇ４）が挙げられる。
【００２２】
　硫黄含有ポリマーは、上記伝導性ベース組成物中に、その伝導性ベース組成物の全重量
の１０重量％～４０重量％の範囲の量で存在し得、そして特定の実施形態では、硫黄含有
ポリマーは、２０重量％～３０重量％の範囲にわたり得る。硫黄含有ポリマーがポリスル
フィドポリマーおよびポリチオエーテルポリマーの組合わせを含む特定の実施形態では、
ポリスルフィドポリマーおよびポリチオエーテルポリマーの量は、同様であり得る。例え
ば、ベース組成物中におけるポリスルフィドポリマーおよびポリチオエーテルポリマーの
量は、各々、その伝導性ベース組成物の全重量の１０重量％～１５重量％であり得る。
【００２３】
　本開示の予備成形組成物は、少なくとも１つの硫黄含有ポリマーを硬化させるための少
なくとも１つの硬化剤を含む。用語「硬化剤」とは、その硫黄含有ポリマーの硬化または
ゲル化を促進するために硫黄含有ポリマーに添加され得る任意の物質をいう。硬化剤はま
た、促進剤、触媒または硬化ペーストとしても公知である。特定の実施形態では、その硬
化剤は、１０℃～８０℃の範囲の温度で反応性である。用語「反応性」とは、化学反応の
能力があることを意味し、そして反応体の部分反応から完全反応までの任意のレベルの反
応を含む。特定の実施形態では、硬化剤は、それが硫黄含有ポリマーの架橋またはゲル化
を提供する場合に、反応性である。
【００２４】
　特定の実施形態では、予備成形組成物は、その硫黄含有ポリマーの末端メルカプタン基
を酸化してジスルフィド結合を形成し得る酸化剤を含有する少なくとも１つの硬化剤を含
む。有用な酸化剤としては、例えば、二酸化鉛、二酸化マンガン、二酸化カルシウム、過
ホウ酸ナトリウム一水和物、過酸化カルシウム、過酸化亜鉛、および二クロム酸塩が挙げ
られる。硬化剤組成物中の硬化剤の量は、その硬化剤組成物の全重量の２５重量％～７５
重量％の範囲にわたり得る。ステアリン酸ナトリウムのような添加剤はまた、この促進剤
の安定性を改善するために含有され得る。例えば、硬化剤組成物は、その硬化剤組成物の
全重量基準で０．１重量％～１．５重量％の範囲の量の硬化促進剤を含み得る。
【００２５】
　特定の実施形態では、本開示の予備成形組成物は、上記硫黄含有ポリマーに結合された
官能基と反応性である少なくとも１つの反応性官能基を含有する、少なくとも１つの硬化
剤を含み得る。上記硫黄含有ポリマーに結合された官能基と反応性である少なくとも１つ
の反応性官能基を含有する有用な硬化剤としては、末端ビニル化ポリマーを硬化させるた
めのポリチオール（例えば、ポリチオエーテル）；末端チオール化ポリマー、末端ヒドロ
キシル化ポリマー、および末端アミノ化ポリマーを硬化させるためのポリイソシアネート
（例えば、イソホロンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、ならびにそ
れらの混合物およびそれらのイソシアヌル酸誘導体）；ならびに末端アミン化ポリマーお
よび末端チオール化ポリマーを硬化させるためのポリエポキシドが挙げられる。ポリエポ
キシドの例としては、ヒダントインジエポキシド、ビスフェノール－Ａエポキシド、ビス
フェノール－Ｆエポキシド、ノボラック型エポキシド、脂肪族ポリエポキシドならびにエ
ポキシド化不飽和樹脂、およびエポキシド化フェノール樹脂が挙げられる。用語「ポリエ
ポキシド」とは、１つよりも多い１，２－エポキシ当量を有する物質をいい、そしてモノ
マー、オリゴマー、およびポリマーを含む。
【００２６】
　予備成形シーラント組成物は、硬化速度を改変するための少なくとも１つの化合物を含
み得る。例えば、硬化促進剤（例えば、ジペンタメチレン／チウラム／ポリスルフィド混
合物が、シーラント組成物中に含有されて硬化速度を促進し得、そして／または少なくと
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も１つの硬化遅延剤（例えば、ステアリン酸）が添加され硬化速度を遅延させ得、それに
より付与の間のシーラント組成物の可使時間を延ばし得る。特定の実施形態では、硬化剤
組成物は、硬化剤組成物の全重量基準で１重量％～７重量％の範囲の促進剤、および／ま
たは０．１重量％～１重量％の範囲の量の硬化遅延剤を含み得る。シーラント組成物の硬
化特性を制御するために、少なくとも部分的に水分をそのシーラント組成物から除去し得
る少なくとも１つの物質（例えば、モレキュラーシーブ粉末）を含有することもまた、有
用であり得る。特定の実施形態では、硬化剤組成物は、上記硬化剤組成物の全重量基準で
、０．１重量％～１．５重量％の範囲の量の、少なくとも部分的に水分を除去し得る物質
を含み得る。
【００２７】
　特定の実施形態では、本開示の予備成形組成物は、充填剤を含み得る。本明細書中で使
用される場合、「充填剤」とは、この予備成形組成物中の非反応性成分をいい、これは、
例えば電気伝導性、密度、粘度、機械的強度、ＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果などのような所望
の特性を提供する。
【００２８】
　電気的に非伝導性の充填剤の例としては、炭酸カルシウム、マイカ、ポリアミド、ヒュ
ームドシリカ、モレキュラーシーブズ粉末、微小球（マイクロスフェア）、二酸化チタン
、白墨、アルカリブラック（ａｌｋａｌｉｎｅ　ｂｌａｃｋ）、セルロース、硫化亜鉛、
重晶石、アルカリ土類酸化物、アルカリ土類水酸化物などが挙げられるが、これらに限定
されない。充填剤はまた、高バンドギャップ物質（例えば、硫化亜鉛、および無機バリウ
ム化合物）を含む。特定の実施形態では、電気伝導性ベース組成物は、上記ベース組成物
の全重量基準で、２重量％～１０重量％の範囲の量の電気的に非伝導性の充填剤を含み得
、特定の実施形態では、３重量％～７重量％の範囲であり得る。特定の実施形態では、硬
化剤組成物は、その硬化剤組成物の全重量基準で、６重量％未満の範囲の量の電気的に非
伝導性の充填剤を含み得、特定の実施形態では、０．５重量％～４重量％の範囲の量の電
気的に非伝導性の充填剤を含み得る。
【００２９】
　電気伝導性およびＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果をポリマー組成物に賦与するために使用され
る充填剤は、当該分野で周知である。電気伝導性充填剤の例としては、電気伝導性の貴金
属ベースの充填剤（例えば、純粋な銀）；貴金属メッキされた貴金属（例えば、銀メッキ
された金）；貴金属メッキされた非貴金属（例えば、銀メッキされた銅、銀メッキされた
ニッケル、銀メッキされたアルミニウム（例えば、銀メッキされたアルミニウム核粒子）
、白金メッキされた銅粒子）；貴金属メッキされたガラス、貴金属メッキされたプラスチ
ック、または貴金属メッキされたセラミック（例えば、銀メッキされたガラス微小球、貴
金属メッキされたアルミニウム微小球または貴金属メッキされたプラスチック微小球）；
貴金属メッキされたマイカ；および他のそのような貴金属伝導性充填剤が挙げられる。非
貴金属ベースの材料がまた使用され得、そしてそれは、例えば、非貴金属メッキされた非
貴金属（例えば、銅メッキされた鉄粒子、またはニッケルメッキされた銅）；非貴金属（
例えば、銅、アルミニウム、ニッケル、コバルト）；非貴金属メッキされた非金属（例え
ば、ニッケルメッキされたグラファイト）および非金属材料（例えば、カーボンブラック
およびグラファイト）が挙げられる。電気伝導性充填剤の組合せもまた、所望の伝導性、
ＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果、硬度、および特定の付与のために適切な他の特性を満たすため
に使用され得る。
【００３０】
　本開示の予備成形組成物で使用される電気伝導性充填剤の形状および大きさは、上記硬
化された予備成形組成物にＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果を賦与するために任意の適切な形状お
よび大きさであり得る。例えば、充填剤は、電気伝導性充填剤の製造において一般に使用
される任意の形状（球状、薄片状、小板状、粒子状、粉末状、不規則状、繊維状などを含
む）であり得る。本開示の特定の予備成形シーラント組成物では、ベース組成物は、Ｎｉ
コーティングされたグラファイトを、粒子、粉末または薄片として含み得る。特定の実施
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形態では、ベース組成物中のＮｉコーティングされたグラファイトの量は、ベース組成物
の全重量基準で、４０重量％～８０重量％の範囲にわたり得、そして特定の実施形態では
、５０重量％～７０重量％の範囲にわたり得る。特定の実施形態では、電気伝導性充填剤
は、Ｎｉ繊維を含み得る。Ｎｉ繊維は、１０μｍ～５０μｍの範囲の直径を有し得、そし
て２５０μｍ～７５０μｍの範囲の長さを有し得る。ベース組成物は、例えば、このベー
ス組成物の全重量基準で２重量％～１０重量％の範囲の量のＮｉ繊維を含み得、そして特
定の実施形態では、４重量％～８重量％の範囲の量のＮｉ繊維を含み得る。
【００３１】
　炭素繊維、特にグラファイト化炭素繊維がまた、本開示の予備成形組成物に電気伝導性
を賦与するために使用され得る。気相熱分解法により形成され、かつ熱処理によりグラフ
ァイト化された炭素繊維（それは、０．１ミクロン～数ミクロンの範囲の繊維直径を有す
る中空または中実である）は、高電気伝導度を有する。米国特許第６，１８４，２８０号
に開示されるように、０．１ミクロン未満～数十ナノメートルの外径を有する炭素ミクロ
繊維、カーボンナノチューブ、または炭素フィブリルが、電気伝導性充填剤として使用さ
れ得る。本開示の伝導性予備成形組成物のために適切なグラファイト化炭素繊維の例とし
ては、ＰＡＮＥＸ　３０ＭＦ（Ｚｏｌｔｅｋ　Ｃｏｍｐａｎｉｅｓ，Ｉｎｃ．，Ｓｔ．Ｌ
ｏｕｉｓ，Ｍｏ．）（０．０００５５Ω－ｃｍの電気抵抗を有する０．９２１ミクロン直
径の円形繊維）が挙げられる。
【００３２】
　電気伝導性充填剤の平均粒径は、ポリマーベースの組成物に電気伝導性を賦与するに有
用な範囲内であり得る。例えば、特定の実施形態では、１つ以上の充填剤の粒径は、０．
２５ミクロン～２５０ミクロンの範囲にわたり得、特定の実施形態では、０．２５ミクロ
ン～７５ミクロンの範囲にわたり得、そして特定の実施形態では、０．２５ミクロン～６
０ミクロンの範囲にわたり得る。特定の実施形態では、本開示の予備成形組成物は、Ｋｅ
ｔｊｅｎ　Ｂｌａｃｋ　ＥＣ－６００ＪＤ（Ａｋｚｏ　Ｎｏｂｅｌ，Ｉｎｃ．，Ｃｈｉｃ
ａｇｏ，ＩＬ）（１０００～１１５００ｍｇ／ｇのヨウ素吸収（Ｊ０／８４－５試験法）
、および４８０～５１０ｃｍ３／１００ｇｍの孔隙量（ＤＢＰ吸収、ＫＴＭ８１－３５０
４）により特徴付けられる、電気伝導性カーボンブラック）を含み得る。特定の実施形態
では、電気伝導性カーボンブラック充填剤は、Ｂｌａｃｋ　Ｐｅａｒｌｓ　２０００（Ｃ
ａｂｏｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｂｏｓｔｏｎ，ＭＡ）である。
【００３３】
　特定の実施形態では、電気伝導性ポリマーが使用され、本開示の予備成形組成物の電気
伝導性を賦与または改善し得る。芳香族基に組込まれた硫黄原子または二重結合に隣接し
た硫黄原子（例えば、ポリフェニレンスルフィド、およびポリチオフェンにおけるような
硫黄原子）を有するポリマーは、電気伝導性であることが公知である。他の電気伝導性ポ
リマーとしては、例えば、ポリピロール、ポリアニリン、ポリ（ｐ－フェニレン）ビニレ
ン、およびポリアセチレンが挙げられる。特定の実施形態では、ベース組成物を形成する
硫黄含有ポリマーは、ポリスルフィドおよび／またはポリチオエーテルであり得る。した
がって、その硫黄含有ポリマーは、芳香族硫黄基および共役二重結合に隣接した硫黄原子
（例えば、ビニルシクロヘキセン－ジメルカプトジオキサオクタン基）を含み得、本開示
の予備成形組成物の電気伝導度を増強し得る。
【００３４】
　本開示の予備成形シーラント組成物は、１つより多い電気伝導性の充填剤を含み得、そ
してこの１つより多い電気伝導性の充填剤は、同一の物質であってもまたは異なる物質で
あってもよく、そして／あるいは同一の形状であってもまたは異なる形状であってもよい
。例えば、予備成形シーラント組成物は、粉末、粒子、または薄片の形態にある、電気伝
導性のＮｉ繊維、および電気伝導性のＮｉコーティングされたグラファイトを含み得る。
電気伝導性充填剤の量および型は、硬化したときに０．５０Ω／未満のシート抵抗（４点
抵抗）、そして特定の実施形態では、０．１５Ω／未満のシート抵抗を示す予備成形シー
ラント組成物を製造するように選択され得る。充填剤の量および型はまた、本開示の予備
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成形シーラント組成物を用いてシールされたアパーチャに対して、１ＭＨｚ～１８ＧＨｚ
の周波数範囲にわたって有効なＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽を提供するように選択され得る。
【００３５】
　本開示の異種金属表面および導電性組成物の電気化学的腐食は、上記組成物に腐食防止
剤を添加することにより、ならびに／または適切な導電性充填材を選択することにより、
最小限、もしくは防止され得る。特定の実施形態において、腐食防止剤としては、クロム
酸ストロンチウム、クロム酸カルシウム、クロム酸マグネシウム、およびこれらの組み合
わせが挙げられる。米国特許第５，２８４，８８８号および同第５，２７０，３６４号は
、アルミニウム表面および鋼表面の腐食を防止するための芳香族トリアゾールの使用を開
示する。特定の実施形態において、Ｚｎのような犠牲酸素スカベンジャーが、腐食防止剤
として使用され得る。特定の実施形態において、腐食防止剤は、導電性予備成形組成物の
合計重量の１０重量％未満を構成し得る。特定の実施形態において、腐食防止剤は、導電
性予備成形組成物の合計重量の２重量％～８重量％の範囲の量を構成し得る。異種金属表
面間の腐食もまた、予備成形組成物を構成する導電性充填材の種類、量、および特性の選
択によって、最小限、または防止され得る。
【００３６】
　特定の実施形態において、本開示の予備成形組成物は、可塑剤（例えば、フタル酸エス
テル、塩素化パラフィン、水素化テルフェニル、部分水素化テルフェニルなど）を含有す
る。予備成形組成物は、１種以上の可塑剤を含有し得る。ベース組成物中の可塑剤の量は
、そのベース組成物の合計量に基づいて０．１重量％～５重量％の範囲であり得、そして
特定の実施形態において、０．５重量％～３重量％の範囲であり得る。硬化剤組成物中の
可塑剤の量は、その硬化剤組成物の合計量の２０重量％～６０重量％の範囲であり得、そ
して特定の実施形態において、３０重量％～４０重量％の範囲であり得る。
【００３７】
　特定の実施形態において、予備成形組成物は、ケトンまたはアルコール（例えば、メチ
ルエチルケトン、およびイソプロピルアルコールもしくはこれらの組み合わせ）のような
有機溶媒をさらに含む。
【００３８】
　特定の実施形態において、本開示の予備成形組成物は、接着促進剤（例えば、フェノー
ル樹脂、シラン接着促進剤、およびこれらの組み合わせ）を含む。接着促進剤は、基材へ
の予備成形シーラント組成物のポリマー成分の接着、ならびにシーラント組成物中非導電
性および導電性充填材への予備成形シーラント組成物のポリマー成分の接着を容易にし得
る。特定の実施形態において、導電性ベース組成物は、０．１５重量％～１．５重量％の
フェノール接着促進剤、０．０５重量％～０．２重量％のメルカプト－シラン接着促進剤
、および０．０５重量％～０．２重量％のエポキシ－シラン接着促進剤を含有し得る。ベ
ース組成物中の接着促進剤の合計量は、そのベース組成物の合計量に基づいて０．５重量
％～７重量％の範囲であり得る。
【００３９】
　特定の実施形態において、ベース組成物は、少なくとも１種の硫黄含有ポリマー、添加
剤、および／または充填材を、二重遊星（ｐｌａｎｅｔａｒｙ）ミキサー中、減圧下でバ
ッチ混合することによって調製され得る。他の適切な混合装置としては、ニーダーエクス
トルーダー、シグマミキサー、またはダブル「Ａ」アームミキサーが挙げられる。例えば
、ベース組成物は、少なくとも１種の硫黄含有ポリマー、可塑剤、およびフェノール接着
促進剤を混合することにより調製され得る。混合物が完全にブレンドされた後、さらなる
構成成分が別々に添加され得、そして高せん断粉砕ブレード（例えば、Ｃｏｗｌｅｓｓブ
レード）を使用して混ぜ込まれるまで混合され得る。ベース組成物に添加され得るさらな
る構成成分の例としては、腐食防止剤、非導電性充填材、導電性繊維、導電性フレーク、
およびシラン接着促進剤が挙げられる。次いで、上記混合物は、さらに１５～２０分間、
２７インチ水銀以上の減圧下で混合され、取り込まれた空気および／もしくは気体を減少
または取り除き得る。次いで、上記ベース組成物は、高圧ピストンラムを使用してミキサ
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ーから押出され得る。
【００４０】
　硬化剤組成物は、硬化剤、添加剤、および充填材をバッチ混合することにより調製され
得る。特定の実施形態において、可塑剤（例えば、部分水素化テルフェニル）および反応
促進剤（ａｃｃｅｌｅｒａｎｔ）（例えば、ジペンタメチレン／チウラム／ポリスルフィ
ド混合物）の全体の７５％が、単一シャフトアンカーミキサー中で混合される。次いで、
モレキュラーシーブ粉末が添加され、そして２～３分間混合される。次いで、二酸化マン
ガンの全体の５０％が、混ぜ込まれるまで混合される。次いで、ステアリン酸、ステアリ
ン酸ナトリウム、および残りの可塑剤が、混ぜ込まれるまで混合され、続いて残りの５０
％の二酸化マンガンが、混ぜ込まれるまで混合される。次いで、ヒュームドシリカが混ぜ
込まれるまで混合される。上記混合物が高粘度になりすぎる場合、界面活性剤が湿潤を増
大させるために添加され得る。次いで、上記硬化剤組成物は２～３分間混合され、３ロー
ルペイントミルを通過して粉砕を達成し、そして単一シャフトアンカーミキサーに戻され
、そしてさらに５～１０分間混合される。次いで、上記硬化剤組成物は、ピストンラムを
使用してミキサーから取り除かれ得、保存容器中に配置され、そしてベース組成物と組み
合わせる前に少なくとも５日間熟成させる。
【００４１】
　ベース組成物および硬化剤組成物は一緒に混合され、予備成形シーラント組成物を形成
する。ベース組成物および硬化剤組成物は、動力学的混合ヘッドを取り付けたメーター混
合装置を使用して、所望の比で組み合わせられ得る。メーター混合装置の圧力は、ベース
組成物および硬化剤組成物を動力学的混合ヘッドおよび押出し型に通す。特定の実施形態
において、予備成形組成物は、層状形態（例えば、テープまたはシート）に押出される。
シート形態の予備成形組成物は、密封されるアパーチャの寸法で規定されるような任意の
所望の形状に切り出され得る。特定の実施形態において、成形形態は、コイル状であり得
、リリースペーパーがパッケージング目的用の各リングを分離している。上記成形形態は
、この成形形態をドライアイスの床に配置し、ドライアイスの別の層をこの成形形態上に
配置することにより、冷却され得る。上記成形形態は、上記ベース組成物および硬化剤組
成物を混合した直後に冷却され得る。上記成形形態は、ドライアイスに５～１５分間曝露
され続け得、次いで、－４０℃以下の保存温度に配置され得る。用語「冷却される」とは
、予備成形組成物の硬化を遅延および／または停止させるように予備成形組成物の温度を
低下させることをいう。特定の実施形態において、成形形態の予備成形組成物は、－４０
℃未満に冷却される。
【００４２】
　アパーチャを密封するために、予備成形組成物の温度は、このアパーチャと結合する１
つ以上の表面への適用の前に４℃～３２℃（４０°Ｆ～９０°Ｆ）の範囲にある使用温度
に上昇される。これは、上記予備成形組成物が適用の前に１０分間未満で使用温度に到達
するように行われる。
【００４３】
　特定の実施形態において、成形形態の予備成形組成物は、取り外し可能なアクセスパネ
ルと航空機体のオープニング周辺に隣接する表面との間のアパーチャを密封するために使
用され得る。上記表面が洗浄溶媒（例えば、ＤＥＳＯＣＬＥＡＮ（ＰＲＣ－ＤｅＳｏｔｏ
　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ，Ｉｎｃ．）で洗浄された後に、接着促進剤がアクセスパ
ネルオープニングの周辺に最初にはけで塗られる。次いで、上記アクセスパネルの表面は
洗浄され、そして予備成形組成物の適用の前に離型剤でコーティングされる。成形形態の
予備成形組成物は、上記アクセスパネルオープニング周辺に隣接する表面、上記アクセス
パネルの周辺に隣接する表面、またはその両方に手動で適用される。次いで、上記アクセ
スパネルは、オープニングに隣接する表面に対して配置され、そしてしっかりと締め付け
られて、過剰な予備成形組成物を上記アクセスパネルの縁周囲にはみ出させる。過剰の予
備成形組成物は、例えば、平らな表面を使用して容易に取り除かれる。過剰の予備成形組
成物は、硬化前、または上記予備成形組成物が硬化した後（好ましくは予備成形組成物が
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【００４４】
　本開示の予備成形組成物の適用から得られたシールの完全性、耐湿性、および燃料耐性
は、規格ＭＭＳ　３２７中で確認された試験を行うことにより評価され得る。受容可能な
シールは隙間がなく、そして湿度および航空機燃料に対して耐性である。
【００４５】
　本明細書中および添付の特許請求の範囲中で使用される場合、単数形「ａ」、「ａｎ」
、および「ｔｈｅ」は、明白かつ明快に１つの対象に限定されない限り、複数の対象を包
含する。従って、例えば、「充填材（ａ　ｆｉｌｌｅｒ）」への言及は、１種以上の充填
剤を包含する。また、本明細書中で使用される場合、用語「ポリマー」とは、ポリマー、
オリゴマー、ホモポリマー、およびコポリマーをいうことが注意される。
【００４６】
　本明細書および添付の特許請求の範囲の目的で、他で特に示されない限り、本明細書お
よび特許請求の範囲中で使用される、成分の量、または他の材料の百分率もしくは割合、
反応条件などを表す数値の全ては、用語「約」により全ての場合で修飾されると理解され
るべきである。従って、反対に示されない限り、以下の本明細書中および添付の特許請求
の範囲中に示される数値パラメーターは、本開示により得られると考えられる所望の特性
に依存して変動し得る近似値である。
【００４７】
　本開示の実施形態は、以下の実施例を参照してさらに定義され得、実施例は、本開示の
組成物の調製、および本開示の組成物を使用するための方法を詳細に記載する。材料およ
び方法の両方の変更は、本開示の範囲を逸脱することなく実施され得ることが、当業者に
明らかである。
【実施例１】
【００４８】
　実施例１は、ＥＭＩ／ＲＦＩ遮蔽効果を示す成形形態の導電性予備成形組成物を示す。
以下の材料を、表Ｉに従う割合で混合し、導電性ベース組成物を得た：ＰＲＣ－ＤｅＳｏ
ｔｏ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ，Ｉｎｃ．からのＰＥＲＭＡＰＯＬ　Ｐ　３．１ポリ
チオエーテルポリマー、Ａｋｃｒｏｓ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　（Ｎｅｗ　Ｂｒｕｎｓｗｉ
ｃｋ，ＮＪ）からのＴＨＩＯＰＬＡＳＴ　Ｇ４ポリスルフィドポリマー、ＰＲＣ－ＤｅＳ
ｏｔｏ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ，Ｉｎｃ．からのフェノール樹脂接着促進剤、およ
びＳｏｌｕｔｉａ，Ｉｎｃ．（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，Ｍｉｓｓｏｕｒｉ）からのＨＢ－４０
修飾ポリフェニル可塑剤。高せん断粉砕ブレード（Ｃｏｗｌｅｓｓブレード）を使用して
、以下の材料を個々に添加し、そして混ぜ込まれるまでブレンドした：クロム酸カルシウ
ム腐食防止剤（Ｗａｙｎｅ　Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｃｏｒｐ．，Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ，ＷＩ）
、疎水性ヒュームドシリカ（Ａｅｒｏｓｉｌ／Ｄｅｇｕｓｓａ，Ｄｉａｍｏｎｄ　Ｂａｒ
　ＣＡからのＲ２０２）、Ｎｉ繊維（３０μｍ直径、５００μｍ長；Ｉｎｔｒａｍｉｃｒ
ｏｎ，Ｂｉｒｍｉｎｇｈａｍ，ＡＬから）、Ｎｉコーティングされたグラファイト（Ｉ）
（６０％　Ｎｉコーティングされたグラファイト；Ｎｏｖａｍｅｔ，Ｗｙｃｋｏｆｆ，Ｎ
Ｊから）、Ｎｉコーティングされたグラファイト（ＩＩ）（６０％　Ｎｉコーティングさ
れたグラファイト；Ｓｕｌｚｅｒ　Ｍｅｔｃｏ／Ａｍｂｅｏｎ，Ｓｗｉｔｚｅｒｌａｎｄ
から）、メルカプトシラン接着促進剤（Ｓｉｌａｎｅ　Ａ１８９；ＧＥ　Ｓｐｅｃｉａｌ
ｔｙ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｗｉｌｔｏｎ，ＣＮ）、およびエポキシシラン接着促進剤（
Ｓｉｌａｎｅ　Ａ１８７；ＧＥ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｗｉｌｔｏ
ｎ，ＣＮ）。
【００４９】
　（表Ｉ：導電性ベース組成物）
【００５０】
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【表１】

　別々に、以下の材料を表２に従う量で混合し、硬化剤組成物を形成した：ＥａｇｌｅＰ
ｉｃｈｅｒ（Ｐｈｏｅｎｉｘ，ＡＺ）からの二酸化マンガン，Ｗｉｔｃｏ　Ｃｈｅｍｉｃ
ａｌｓからの、部分水素化テルフェニル、ステアリン酸、ヒュームドシリカ、ステアリン
酸ナトリウム、硬化剤から過剰の湿度を取り除くためのモレキュラーシーブ粉末、および
Ａｋｒｏｃｈｅｍ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ａｋｒｏｎ，ＯＨ）からの、硬化を加速す
るためのジペンタメチレン／チウラム／ポリスルフィド混合物。この硬化剤組成物を、ベ
ース組成物と組み合わせる前に少なくとも５日間固化（ｓｅｔ）または熟成させた。
【００５１】
　（表ＩＩ：硬化剤組成物）
【００５２】
【表２】

　表Ｉに従う導電性ベース組成物の１００重量部と、表ＩＩの硬化剤組成物の１０重量部
とを組み合わせて、導電性予備成形組成物を調製した。混合および脱気を終えた後、この
ように形成された導電性予備成形組成物をテープ形態に押出し、そして－４０℃に冷却し
た。
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【００５３】
　航空機アクセスパネルの周辺に隣接する表面を、規格ＭＭＳ－４２３に従う低ＶＯＣエ
ポキシプライマーで最初にコーティングし、そして硬化した。この表面を洗浄し、次いで
ＰＲＣ－ＤｅＳｏｔｏ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ，Ｉｎｃ．からの接着促進剤ＰＲ－
１４８またはＰＲ－１８４でコーティングした。上記アクセスパネルを、ＡＭＳ－Ｔ－９
０４６と適合するチタン合金から作製した。上記冷却した導電性予備成形組成物を、使用
温度４℃～３２℃（４０°Ｆ～９０°Ｆ）に平衡化した後、テープ形態の導電性予備成形
組成物を、上記アクセスパネルの周辺に隣接する表面に手動で適用した。このアクセスパ
ネルを、アクセスオープニングを覆うように配置してしっかりと締め付け、アクセスパネ
ルの縁の周りに過剰の導電性予備成形組成物をはみ出させ、アパーチャを充填した。過剰
の導電性予備成形組成物を容易に取り除いた。４℃～３２℃（４０°Ｆ～９０°Ｆ）の温
度で３～４時間後、隙間のないシールの、水分への耐性および航空機燃料の耐性を得た。
【００５４】
　硬化されたシーラントは、０．５０Ω／未満のシート耐性（４点プローブ）を示した。
アルミニウム試験固定物（ｆｉｘｔｕｒｅ）と炭素／エポキシの蓋との間のアパーチャに
対するシールは、無響室内で試験された場合１ＭＨｚ～２００ＭＨｚの遮蔽効果を示した
。同様に、密封されたアパーチャもまた、撹拌モードチャンバ内で試験された場合に０．
１ＧＨｚ～１８ＧＨｚの遮蔽効果を示した。
【００５５】
　本開示の他の実施形態は、本明細書および本明細書中に開示される実施の考察から当業
者に明らかである。本明細書および実施例は例示としてのみ考慮され、本開示の真の範囲
および精神は、添付の特許請求の範囲により示されていることが意図される。
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